
地域公共交通利便増進実施計画
（旧：再編実施計画）の策定及び

共同経営に関する協定の締結について
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 市内を運行するバス路線の約８割が赤字であり、
周辺部では減便・休止が続いており、対策は待っ
たなしの状況

 このことを踏まえて、公共交通ネットワークの再
構築に向けた基本計画である「地域公共交通網形
成計画」を策定し、バス路線の再編など具体の施
策を位置付け
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目標

基本
方向

具体
施策

コンパクトでネットワーク化された都市を支える

利便性の高い公共交通サービスを安定的に提供する

誰もが利用しやすい
公共交通サービスの提供

公共交通の経営
の健全化・安定化

都市全体を見渡した
効率的・合理的な
公共交通網の形成

交通が不便な地域
における安定的な
公共交通の確保

利用環境の改善
による利用促進

・重複区間における
バス路線の集約

・乗り継ぎ環境の向上

・ダイヤ調整
（団子運転の解消）

・再編で生み出された
余力を活用した路線
の拡充

・基幹的公共交通の
強化

・高齢者・障害者の運賃
割引

・ICカード利用環境の
拡充

・運賃設定の適正化

・乗り継ぎ割引等の
導入

・カラー化等による
バスレーンの実効性
の確保

・PTPSの拡充

・ボトルネック交差点
等の改良

・運行の効率化による
経営の安定化や
人手不足への対応

・バス路線の見える化

・上屋・ベンチ等の
設置

・わかりやすい運行
情報の提供

・バリアフリー化
（駅、バス停、車両）

・P&(B)R、C&(B)R
の拡充

・新たな生活交通の導入
（乗合タクシーの導入等）

・既存の生活交通の
維持・改善

・タクシーの利用環境
改善

施策の
方向性

路線の維持･充実
（路線再編）

利用しやすい
運賃設定

速達性の確保
労働環境の
改善

待ち環境等
利用環境の向上

交通不便地域の
移動手段の確保

乗れる 働きやすい 速い 手軽 便利・快適 安心

これらのサービスが継続的に提供される

※ 自動運転等の新技術の活用について検討（全ての項目に関連）

１．地域公共交通網形成計画の策定（R2.6）

■ H30年度の収支状況（岡山市関連系統）
・収支率84％
・全193系統のうち156系統が赤字
・赤字総額は７億円

・収支率84％
・全193系統のうち156系統が赤字
・赤字総額は７億円

対策は
待ったなし80％未満の赤字区間

80～100%の赤字区間

黒字系統がある区間

＜凡例＞ 収支率

地域公共交通網形成計画の全体像
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■ 最近の主な休止・減便の動向

２．路線バスの利用及び減便の動向

■ 直近の利用と収支の状況

＜利用人数＞

＜運賃収入＞

※９社中８社の合計
（市外路線含む）

上山坂【減便】
（R1.10～）

180号【休止】
（H30.9～）

興除【減便】
（H31.4～）

運行本数

15分に1本程度
30分に1本程度
1時間に1本程度以下
コミュニティバス30号【減便】

（R1.10～）
渋川特急／減便
（R2.10～／土日）

旭川荘【減便】
（R2.8～）

三野【減便】
（R2.8～）

小串【減便】
（R1.10～）

高屋【減便】
（R2.8～）

大東【減便】
（R2.8～）

藤原団地【減便】
（R2.8～）

益野・西大寺【減便】
（R2.6～、R2.8～）

（外出自粛要請時の臨時の減便等は除く）

対策は
待ったなし

新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者（運賃収入）は前年と比較して２割
以上減少しており、ますます厳しい経営状況となっている。
さらなる減便が続いており、周辺部の路線は壊滅的な状況になりかねない。

【参考】路面電車の８月前年度比：利用人数63％、運賃収入56％



路線再編や、運行回数・ダイヤ・運賃等の設定に係る
複数事業者間での調整が必要

新規路線の認可や既存路線の廃止等に対して、都市全
体の公共交通ネットワークの維持に関する視点からの
検討が必要

課 題

独占禁止法のカルテル規制に抵触するおそれがある

現在は、申請事業者の経営状況や当該路線に関する技
術基準で審査され、都市全体の公共交通ネットワーク
の維持に関する視点がない

問題点

独占禁止法特例法（R2.11.27に施行）

 路線再編、運行回数・ダイヤ調整、運賃設定等に
関して、事業者間で共同して取り組む行為に関す
る協定（国が認可）については、カルテル規制を
適用除外とする特例を創設

地域公共交通活性化再生法改正(R2.12.2までに施行)

 利便増進実施計画（旧：再編実施計画）を策定済み
の市町村において、新規路線の認可申請があった場
合は、国は地方公共団体に通知し、地方公共団体は
計画への影響等を踏まえて、協議会で議論し、国に
意見を提出できる

⇒ 国は地方公共団体の意見を考慮して審査
 維持が困難となった路線について、事業者等と協議

して代替輸送サービスを提供する事業制度の創設

法改正の
内容

３．目標達成に向けた課題と法改正

利便増進実施計画（旧：再編実施計画）の策定 共同経営に関する協定の締結

岡山市も国の審議会等
に参画し議論

利便性の高い公共交通サービスを安定的に提供する
岡山市が
目指すもの
（網計画の目標）

誰もが利用しやすい公共交通サービスの提供

公共交通の経営の健全化・安定化

＜新規路線の認可等＞ ＜複数事業者間での調整＞

3



① 実施区域

② 事業の内容・実施主体

③ 地方公共団体による支援の内容

④ 実施予定期間

⑤ 事業実施に必要な資金の額・調達方法

⑥ 事業の効果

⑦ 利便増進事業に関する事項

⑧ 都市機能の立地適正化に関する事項

⑨ その他関連事項

地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
実
施
計
画

（資料）国土交通省

４．計画に記載する事項
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路線別の記載イメージ

再編後の路線・本数・
運賃等を具体に記載

共
同
経
営
計
画
（事
業
者
）

① 申請者の氏名・住所・代表者氏名

② 計画区域及び共同経営の対象とする路線等

③ 共同経営に関する協定に定められる行為の内容

・路線再編、ダイヤ調整、運賃設定など

④ 事業者間での収益分配に関する事項（実施する場合）

⑤ 共同経営の目標に関する事項（収益性の向上、人員数及び車両数に係る効率の向上の程度など）

⑥ 実施期間

⑦ その他必要な事項

協定の締結（事業者）

共同で実施するもの
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５．計画の３本柱と期待される効果

バス路線の再編１ 都心の運賃値上げ（適正化）２ 運賃割引（高齢者・障害者）３

運行経費の縮減 運賃収入の増加 利用者（高齢者・障害者）の負担軽減

運賃収入の増加

利便性の高い公共交通サービスを安定的に提供する
岡山市が
目指すもの
（網計画の目標）

誰もが利用しやすい公共交通サービスの提供

公共交通の経営の健全化・安定化

計
画
の
３
本
柱

＜期待される効果＞ ＜期待される効果＞ ＜期待される効果＞

３本柱の実現により生み出された余力を活用し、バス路線を拡充する

３本柱の実現により経営の安定化を図り、労働時間や給与水準等の労働環境を改善する

＜３本柱の実現によって期待されるその他の効果＞

非効率な運行となっている重複
路線を集約し、運行の効率化を
図る

自由競争により認可運賃より低
い設定となっている都心の運賃
を値上げ（適正化）する

交通弱者である高齢者・障害者
を対象に運賃割引を導入し、割
引分を市が負担する

バス路線の拡充による公共交通不便地域の削減

労働環境の改善による運転手の確保



令和2年度 令和3年度

10月 11月 12月 1月 2月 3月 上半期 下半期

協議会

① バス路線の再編

② 都心の値上げ（運賃の適正化）

③ 運賃割引（高齢者・障害者）

利便増進実施計画
（旧：再編実施計画）

共同経営計画
（共同経営に関する協定の締結）

協議会協議会

６．今後のスケジュール
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